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学校法人国際基督教大学 

2022 年度事業報告書 
 

Ⅰ. 法人の概要 

1. 法人の目的 

学校法人国際基督教大学は、教育基本法及び学校教育法に従い、基督教の精神に基づき、「人権に関す

る世界宣言」の理想に則り、国際的協力の下に、大学その他の学校法人及びこれに附属する研究施設を

設置することを目的とする。（学校法人国際基督教大学寄附行為第 2 条） 

 

2. 法人の所在地、役員・評議員、沿革 

（1）所在地 学校法人国際基督教大学 〒181-8585 東京都三鷹市大沢 3-10–2  ☎ 0422-33-3131（代表） 

（2）役員・評議員（2023 年 6 月 1 日現在） 

＜理事 18名＞ 
*竹内 弘高（理事長）、富岡 徹郎（常務理事 総務担当・高校担当・募金担当）、中嶋 隆（常務理事 財務担 
当）、新井 亮一（基金理事）、エスキルドセン,ロバート、*東 哲郎、*廣岡 敏行、生駒 夏美、岩切 正一郎、 
木部 尚志、溝口 剛、*森宗 秀敏、村越 きよみ、中嶌 裕一、*中内 俊一郎、*奈良橋 陽子、*円谷 恵、*梅 
津 順一 

＜監事 3名＞  
*福島 節子、*河端 政夫、*大林 守 

＜評議員 51名＞ 
  網嶋 真紀、新井 亮一、坂野 尚子、地石 雅彦、エスキルドセン, ロバート、江連 淑人、藤田 直志、原 かお 

り、長谷川 由紀、八田 陽子、平野 克己、菱川 功、廣岡 敏行、池島 広子、生駒 夏美、石川 博紳、岩切  
正一郎、伊能 美和子、樺島 榮一郎、鎌田 博光、川合 直之、木部 尚志、木越 純、丸山 勇、溝口 剛、モ 
ンゴメリ, ヘザー、森宗 秀敏、守屋 靖代、本山 早苗、村越 きよみ、村田 直樹、武藤 小枝里、中嶋 隆、中 
嶌 裕一、中内 俊一郎、笈川 光郎、大宅 映子、齋藤 顕一、酒井 綱一郎、櫻井 淳二、佐藤 久恵、信田  
実、滝本 訓夫、富岡 徹郎、円谷 恵、土屋 隆一、ウィリアムズ 郁子、ウィリアムズ, マーク、焼山 満里子、 
山口 富子、油井 直次 

 
注：1.責任限定契約の概要：本法人は、非業務執行理事である上記＊印の各理事及び各監事との間で、本 

法人寄附行為第30条の3に規定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限 
度額は、金30万円以上であらかじめ定めた額と私立学校法において準用する一般社団法人及び一般 
財団法人に関する法律の規定に基づく最低責任限度額とのいずれか高い額となります。 

2．役員賠償責任保険の概要：本法人は、2020年4月1日より、全役員を被保険者として、私立学校法に 
おいて準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律に規定する役員賠償責任保険を保険 
会社との間で締結しております。当該保険により、役員がその職務執行に関して負う損害賠償金及び 
争訟費用を補填するものです。 

（3）沿革 

昭和28年3月23日 学校法人国際基督教大学設立認可 

昭和28年3月23日 国際基督教大学設置認可 

昭和28年4月 1日  国際基督教大学教養学部（人文科学科、社会科学科、自然科学科）開学 

昭和29年2月15日 教養学部英語学科増設認可 

昭和32年3月15日 大学院教育学研究科修士課程(教育心理学専攻、教育方法学専攻)設置認可 

昭和33年3月25日 大学院教育学研究科修士課程教育心理学専攻を廃止し、教育原理専攻設置認可 

昭和35年4月 1日  教養学部英語学科を語学科に改称 

昭和37年3月23日  教養学部教育学科増設認可 

昭和37年3月23日  教育学専攻科設置認可 

昭和38年3月29日  大学院行政学研究科修士課程（行政学専攻）設置認可 

昭和39年3月31日  大学院教育学研究科博士課程（教育原理専攻、教育方法学専攻）設置認可 

昭和44年4月 1日  教養学部自然科学科を理学科に改称 



 

昭和51年3月25日  大学院行政学研究科博士課程（行政学専攻）設置認可 

昭和51年3月25日  大学院比較文化研究科修士課程、博士課程（比較文化専攻）設置認可 

昭和52年10月18日  国際基督教大学高等学校設置認可 

昭和53年4月 1日  国際基督教大学高等学校（普通科）開校 

昭和62年3月18日  大学院理学研究科修士課程（基礎理学専攻）設置認可 

平成2年12月21日  教養学部国際関係学科増設認可 

平成19年4月26日  教養学部アーツ・サイエンス学科設置届出 

平成21年4月27日  大学院アーツ・サイエンス研究科設置届出 

平成28年3月31日  大学院理学研究科廃止届出 

平成29年3月 3日  教養学部人文科学科、社会科学科、語学科、理学科、教育学科及び国際関係 

学科廃止届出 

平成30年3月31日  大学院行政学研究科廃止届出 

令和2年3月31日  大学院教育学研究科廃止届出 

 

3. 設置学校及び学部・学科・研究科等の入学定員、学生（生徒）数の状況（2022 年 5 月 1 日現在） 

（1）国際基督教大学（1953 年 4 月 1 日開学）  

学  長 岩切 正一郎 

所在地 東京都三鷹市大沢 3-10-2  
教養学部 アーツ・サイエンス学科 
大学院     比較文化研究科  アーツ・サイエンス研究科 

①教養学部定員及び実員（単位：名） 

  

 

入 学 定 員   

 

総 定 員   

 

実 員  

 

摘 要  

 教 養 学 部 合 計   

 

620   

 

2,480   

 

2,953  

 

  

 アーツ・サイエンス学科   

 

620   

 

2,480   

 

2,953  

  

 

  

  

②大学院研究科定員及び実員（単位：名） 

  

 

入 学 定 員  

 

総 定 員   

 

実 員  

 

摘 要 

 大 学 院 合 計   

 

104   

 

228   

 

190  

 

  

 比較文化研究科   

 

─  

 

─  

 

─  
  
 

2010 年 4 月 
募集停止  

アーツ・サイエンス研究科   

 

104   

 

228   

 

190  

 

  

  

（2）国際基督教大学高等学校（1978 年 4 月 1 日開学） 

校 長 中嶌 裕一 

所在地 東京都小金井市東町 1-1-1  
全日制課程普通科 

① 高等学校定員及び実員 （単位：名） 

  

 

入 学 定 員   

 

総 定 員   

 

実 員  

 普 通 科 合 計   

 

240  

 

720  

 

723  

 うち帰国生  

 

160  

 

480  

 

494 

 一般生  

 

80  

 

240  

 

229  

  



 

4. 教職員数 
（1）大学教職員 

専任教員 145名（客員教員を含む）   

非常勤講師 142 名 

専任職員 161 名（特別職員・一般嘱託・特別嘱託等を復含む） 

（2）高等学校教職員 

専任教員 45名 

非常勤講師 49 名 

専任職員 11 名 （一般嘱託・特別嘱託を含む） 

 

 

Ⅱ. 事業の概要 

【1.大学部門】 

本学は、少人数制によるリベラルアーツ教育を通じて平和の構築に寄与する人を育てることを目的に、

1953 年に献学（設立）された。そして、その目的を実現するために、学問への使命、キリスト教への使命、

国際性への使命をミッションとして掲げ、世界を舞台に活躍する人材を輩出してきた。    

その一環として文部科学省「スーパーグローバル大学創成支援」（事業期間は 2014 年度から 2023 年度

までの 10 年）に採択された本学の取組『信頼される地球市民を育むリベラルアーツのグローバルな展開』

は、9 年目にあたる 2022 年度も実施計画を着実に遂行した。 

本学は、中長期的展望にたち、さらに発展し献学の理念を達成するために、2022 年度は通常の事業に

加え以下の事業を行った。 

 

I. 教育に関する目標と計画 

1.専門性に支えられた総合的な知を涵養するリベラルアーツ教育のグローバルな展開 

1) リベラルアーツにおける数理・情報科学の明確な位置付け 

一般教育数理情報統計コース・ワーキンググループの最終報告に基づき「数理・データサイエンス・AI 

教育プログラム」を設置するため、教養学部長の下に「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム委員

会」を構成した。また、複雑化した現代社会における多種多様な問題に対するひとつのアプローチとして

データを分析、解釈する力を培うことを目的として、数理情報統計に関する一般教育科目計 5 科目の

2023 年度開講に向けた準備を行った。 

2) 人文科学、社会科学、自然科学の横断的な学びを促すカリキュラムの充実 

- 自然科学の各メジャー別の基礎ではなく、自然科学の全メジャーに通底する科学的思考と対象理

解の基礎を全ての ICU 生が獲得するため、一般教育科目の自然科学領域科目の新設について、

当該デパートメントとの検討を継続した。 

- 一般教育科目と基礎科目の差異化を明確にし、具体的には、専門領域の基礎ではなく、さまざまな

専門的視座から多角的に対象を理解し分析する思考のダイナミズムを経験する場として、人文科

学・社会科学・自然科学の分野を横断する学際的なコース「特別講義：リベラルアーツから問うポス

トヒューマン論争」の新設に向けた準備を行った。 

3) リベラルアーツにおける学術的な専門性を習得するための確実な指針の提示 

・卒業研究指導に関する教養学部長諮問委員会による答申を踏まえ、専門分野ごとの卒論の作成方 

法など、各メジャーにおける卒業論文オリエンテーションを実施するとともに、包括的な卒論ガイドラ 

インも更新した。  



 

   ・アカデミック・インテグリティー（学問的倫理基準）に関する大学方針を全シラバスから参照可能にし、 

全学的な周知徹底を図った。 

・機械翻訳やAIツールの利用について、各分野からの教員が構成員として参加する学修・教育センタ 

ー（CTL）運営委員会や教員向けのディスカッション・イベント(Brown Bag Lunch &amp; Learn)のトピック 

として取り上げ、今後のための情報収集と議論を行った。 

4) 戦略的なオンライン授業の導入準備 

学務副学長のもと「戦略的なオンライン授業ガイドライン作成のための特別委員会」を設置した。全 10

回のミーティングおよび学内の複数教員へのインタビュー等を通じ、オンラインツールを活用した授業

効果の向上から天災等緊急時の対応まで、多岐にわたる観点をカバーしたガイドライン案を作成し

た。 

5) サービス・ラーニング・プログラムの拡充 

- サービス・ラーニング（以下 SL）・センターは 2022 年にセンター設立 20 周年を迎えた。2022 年 3 月

に発刊した SL 研究シリーズ 7「ICU のサービス・ラーニング―20 年の軌跡と今後の展望―」（20 周

年特集号）に続き、SL 研究シリーズ 8「教員からみたサービス・ラーニング」を 2023 年 3 月に発刊し

た。2022 年 7 月初旬には、2002 年に本学が設立した国際 SL のアジアを中心とした大学や機関と

のネットワーク Service-Learning Asia Network (SLAN)年次会議の主催とアジアにおける SL に関する

国際シンポジウム「アジアにおけるサービス・ラーニングの未来：ネットワーキングのための地域対

話 The Future of Service-Learning in Asia: A Regional Dialogue on Networking」を、本学国際会議室で開

催し、国内外から 100 名以上が参加した。この会議録として、”Service-Learning in Asia Network 

(SLAN) Business Meeting and International Symposium for the 20th Anniversary of SLAN”をまとめた。 

- SLプログラムの質の改善、多様化の促進、学生への機会拡大に取り組み、国際SL4ヵ国、5サイト

に 17 名の学生が現地渡航して約 30 日間の SL 活動に取り組んだ。協定締結後初めてケープタウ

ン大学（南アフリカ）およびホー工科大学（ガーナ）の SL プログラムへの学生派遣が叶った。 

- コミュニティ SL（国内）は、33 名の学生が三鷹市、長崎県、栃木県、北海道で活動した。 

2 月に長崎での SL プログラムに参加した学生による、「N-Week」ーナガサキを通して平和・核兵器

について考えるー（SL センターと長崎市共催運営：（公財）長崎平和推進協会）を本学で開催し、延

べ約 150 名が来場した。また、教員主導のコミュニティ SL が三鷹市と長崎県において行われ、計 5

名の学生が参加した。 

- 3 月には初めて国際教養大学との SL プログラムを実施し、ICU 生 4 名、国際教養大学生 5 名が協

働で「子どもの居場所」を主要テーマとしたサービス活動を前半三鷹市で、後半秋田市五城目町で

行った。 

- 一般教育科目「GES046 Ｓ２：サービス・ラーニング」は教室内の座学に加えて、地域社会での 18 時

間のサービス活動とその振り返りを通じてサービス・ラーニングのプロセスを学ぶコースであり、履

修者数は日本語開講が 75 名、英語開講が 15 名で、日本語開講の履修者数が増加している。 

- ミドルベリー大学（アメリカ）および SLAN パートナーと日本国内で実施する Japan Summer Service-

Learning (JSSL)プログラムは ICU、ミドルベリー大学の学生 6 名は対面で、インド、インドネシアから

の SLAN パートナーの学生 6 名はオンラインで実施し、三鷹および長野県天龍村で活動した。 

 

【表１】国際サービス・ラーニング参加者数 

              （単位：人） 

  2019 年度 
2020 年度 2021 年度 

2022 年度 
（中止） （オンライン） 



 

中国/China 4 0 3 0 

インドネシア/Indonesia 11 0 - - 

フィリピン/Philippines 12 0 7 6 

タイ/Thailand 5 0 - - 

インド/India 8 0 6 5 

南アフリカ/South Africa - 0 0 3 

ガーナ/Ghana - - 4 3 

総計/Total 40 0 20 17 

  

【表２】コミュニティサービス・ラーニング参加者数 

（単位：人） 

  2019 年度 
2020 年度 2021 年度 2022 年度 

（一部オンライン） （一部オンライン） （一部オンライン） 

CSL 4 21 42 28 

JSSL 6 0 5 5 

教員主導コース - - 13 5 

総計 10 21 60 38 

 

【表３】Japan Summer Service-Learning (JSSL)プログラム参加者数 

（単位：人） 

  2019 年度 
2020 年度 2021 年度 

2022 年度 
（中止） （オンライン） 

ICU 
6 0 5 5 

※上記 JSSL と重複 

ミドルベリー大学 4 0 3 1 

SLAN パートナー機関   

インド/India 2 0 4 4 

タイ/Thailand 2 0 1 0 

フィリピン/Philippines 2 0 2 2 

インドネシア/Indonesia 0 0 2 0 

小計/Sub Total 6 0 9 6 

総計/Total 16 0 17 12 

 

【表４】GES046 Ｓ２：サービス・ラーニング履修者数 

（単位：人） 

年度 2019 2020 2021 2022 

日本語開講 春学期 春学期 春学期 春学期 

  51 27 67 75 

英語開講 冬学期 秋学期 秋学期 秋学期 

  11 24 21 15 



 

 

6) 教育環境の整備 

- 新館建設 

リベラルアーツ教育および研究をさらに創造的に発展させるための施設整備として、新館の建設を

2021 年 4 月に着工し、計画どおり 2022 年 11 月末に竣工した。2023 年 4 月より「トロイヤー記念アー

ツ・サイエンス館」として本格運用を開始した。 

- 情報テクノロジーの積極的な活用 

BCP（新型コロナウイルス感染拡大防止のための行動指針）対策として PC 教室の機能を学外から

も利用可能とするための仮想 PC 教室の本番稼働を計画にあげていたが、2022 年度は対面授業へ

のシフトがあったため、学内 WiFi ネットワーク構成の増強にリソースを割り当てて優先的に実施した。

仮想 PC 教室については、今後さらに検証し 2023 年度に持ち越すこととなった。 

- 電子リソースの拡充 

電子書籍の積極的な導入を図るとともに、契約する 58 のデータベースの利用率を向上させ、費用

対効果をあげることができた。 

 

2. 教学分野における国際化を推進するための国内外の大学あるいは研究機関とのグローバルな連携

の強化 

1) 国際教育プログラムの展開 

- 教学分野における国際化を推進するため海外協定大学との交流拡充および海外大学間の単位互

換の充実を目指し、多様なニーズに応える新規協定校開拓として新たに Fu Jen Catholic University

（台湾）、およびタルトゥ大学（エストニア）と協定を締結した。 

- 新型コロナウイルスで一時停滞した交換留学プログラムは、派遣161名、受入れ163名と回復傾向

に転じた。 

- Language Buddies（1 対 1 のオンライン語学交流）や Language Tables（ランチタイムを活用したグルー

プ語学交流）等の学生交流事業も職員の部署横断プロジェクトチームおよび学生コーディネータと

協力してそれぞれ安定した参加者を集めた（Language Buddies 年間参加者延べ 269 ペア、Language 

Tables 日本語、英語、中国語、フランス語に年間参加者延べ 450 名）。 

- 海外英語研修（SEA）プログラムおよび夏期留学プログラムは、学生の多様なニーズに対応した短

期留学プログラムの開発と改革を継続した。コロナ禍で現地渡航が過去 2 年間叶わなかったが、フ

レッシュマン SEA プログラムは渡航 3 ヵ国 7 校 104 名、オンラインで１校、18 名、ソフォモア SEA プ

ログラムは、渡航 2 か国 2 校 27 名、夏期留学プログラムは渡航 7 ヵ国 10 校 63 名、オンラインで 1

校、1名、海外フランス語研修は渡航15名を派遣し、渡航のみならず夏季休暇中のオンライン留学

機会の継続をした。 

- 本学学部卒業後の海外留学の機会として提供する Middlebury Institute of International Studies at 

Monterey（MIIS）Accelerated Entry Program の周知に取り組み、海外大学院との連携促進し、優秀な

学生の海外大学院進学を支援した。 

- 韓国延世大学 Underwood International College と本学が新たに開発した LearnUs Global Semester 

Program は、新しい e ラーニングプラットフォームを使って学生の学びを革新的に広げる新しい留学

プログラムで延世 UIC と ICU 両大学の教授が全体テーマ"Reconciliation: Towards a New Generation 

of Japan- South Korea Relations" に関連する 4 つの科目を教え、各大学 10 名、計 20 名の学生が

2022 年秋学期に共にに留学した。 

 



 

【表５】交換留学プログラム参加者実績 

（派遣学生） 

（単位：人） 

年度 2019-20 2020-21 2021-22 2022-23 2023-24 

派遣者数 

149 

（内 2020 春学期から

ICU に復学した学生

23） 

28 

（内渡航 2） 

147 

（内渡航 140） 

161 160 

 

（受入学生） 

（単位：人） 

年度 2019-20 2020-21 2021-22 2022-23 

秋入学者数 

123 28 

(内来日 3) 

54 

(内春学期来日 26) 

120 

春入学者数 
12 

(内来日 4) 

10 

(内来日 1) 

23 43 

合計 135 38 77 163 

 

2) 世界展開力強化事業の取組み 

文部科学省・大学の世界展開力強化事業「COIL 型教育を活用した米国等の大学交流形成支援」の

最終年度計画を実施し、5 か年に及ぶ事業を終了した。本年度は新たな試みの一つとして、参加対象学

生を全学に広げ、米国大学院学生会等と共催で、海外大学院留学説明会を開催した。 

3) オンラインを活用した単位互換科目として、慶應義塾大学湘南藤沢キャンパスと本学をつなぎ「グロ

ーバル・エコシステムと生物学的多様性の視点から見たサステイナビリティー」を開講した。 

 

3. 世界の多様な人々とコミュニケートし、情報の発信と受容を適切に行うための学術的で実用的な言語

能力を学生が獲得するためのカリキュラムの充実 

- 英語での卒業論文執筆率向上のため、特に英語での卒業論文執筆率の高い自然科学メジャー学

生のライティング能力向上を目指し、リベラルアーツ英語プログラムに、自然科学分野の学位を取

得した専任教員（インストラクター）を配置した。 

- 学生のライティング能力向上のためのライティング・サポート・デスクのチューター向けワークショッ

プを 13 回開催し、チューターのスキル向上を目指した。 

- 2016 年から開始されたプルーフリーディング・サービスの 7 年間の知見を網羅的に洗い出し、アカ

デミック・ライティングの英文添削で需要の高い内容をコンテンツ化しウェブサイトで利用可能にし

た。 

- 日英以外の言語習得を推進するため、「世界の言語」において履修登録学生の多い言語（スペイン

語と中国語）のセクション数を増やし、カリキュラムの安定運営を図った。 

 

4. 多様なバックグラウンドを持ち、ICU で学ぶ潜在的能力やその資質を持つ入学者を選抜する制度のさ

らなる強化 

1) 国内学生募集活動 

他大学との差別化を行い、リベラルアーツ教育の質の認知を高めることを目的とした学生募集活動を



 

継続した。効果的なオンラインイベントは継続しつつ、対面イベントを全面的に再開した。キャンパスで行

うオープンキャンパスは夏 2 回（2,131 名参加。人数制限有）、春（990 名参加）、福岡、大阪、名古屋で出

張オープンキャンパス（190 名参加）を開催した。また初めての試みとしてリベラルアーツのサイエンスに

焦点をあてたミニ・オープンキャンパス（251名参加）を開催した。オープンキャンパス（OC）の成果として、

参加者の ICU 志望度を向上させることができた(OC 参加前志望度 3.7 ポイント⇒参加後 4.1 ポイント（以

下 5 段階でのアンケート回答： 5.第 1 志望で絶対受験する、4.ぜひ受験したい、3.わからない、2.おそらく

受験しない、1.受験しない）ICU のキャンパスの魅力を体験してもらう機会として、Campus Visit Days や平

日のキャンパス見学会、学校単位での大学訪問(17 校）受入れなどを数多く設けた。 

本学の多様性促進のため地方からの受験生を増やす施策として、地方向け予約採用型奨学金制度

を新設し、2024 年度入学者に向けた情報発信を開始した。 

高校教員向け説明会もオンライン及び対面で実施し（166 名参加）、探求学習とリベラルアーツをテー

マにした講演や入学者選抜制度説明を行った。 

2) 外国の教育制度による志願者確保 

リベラルアーツ教育の質、それを支える日英バイリンガルによるユニークな教育環境の訴求を目的と

した学生募集活動を行っている。英語によるオンラインイベント（Online Open Campus in English, Online 

Liberal Arts Lounge 等）や他大学と共催でのオンライン大学説明会を地域別に開催しつつ、3 月にはロサ

ンゼルス及びサンディエゴでの対面による大学説明会（約 100名参加）及び高校訪問（約 300名参加）を

実施し、コロナ禍で停滞した日本留学を盛り返すべく情報提供に努めた。国内インターナショナルスクー

ルのカウンセラー説明会（19 名）も 3 年ぶりに対面で開催した。 

本学への認知を海外で拡散すべく、2021 年度より開始したエッセイ・コンテストは ICU の理念を表す

「平和構築」「環境問題」をテーマに実施し、アフリカや中南米も含む世界 69 の国と地域から昨年度を上

回る 388 件の応募があった。高校生に社会課題に触れ、どのように自分が貢献できるか、自分と社会と

のつながりを考え、説得力のある文章を書く機会を提供することができた。 

3) 高大接続事業の推進 

本学の高大接続事業は、本学のリベラルアーツ教育の質に触れる機会を提供することを目的とした

教育接続として事業展開を図っている。 4 年目となったアカデミック・オンライン・プログラム「Global 

Challenge Forum（GCF）」では初の試みである夏期集中プログラムとして人文・社会・自然科学の教員によ

る「ポストヒューマン」をテーマとしたプログラムを開催。冬開講の 3 コースとあわせて 109 名の高校生が

参加した。GCF を発展させた「リベラルアーツから問うポストヒューマン論争」は 2023 年一般教育科目特

別講義として開講されることになった。リベラルアーツのサイエンスを推進する「Science Café」（オンライン）

も学期に 1 回の開催を継続し、400 名（学校単位 3 校）が参加した。 

本学のリベラルアーツ教育の質を体験する場として、また、中等教育の現場のニーズに合うプログラ

ムとして、中・高等学校においての認知が浸透してきており、リベラルアーツ体験を経たプログラム参加

者の入学者選抜出願率も高い（2022年度入学者選抜出願率30%）ため、引き続き力を入れて取り組んで

行く。 

また、学校訪問の成果として、学校長など幹部教員の ICU 訪問の機会を増やせている（13 校からの

訪問を受入）。実際の教育環境視察や本学教員との対話を通して、ICU の教育の質を体感し、より強い

信頼関係を構築する基盤となっている。連携協定校候補の開拓、高校教員を対象とした研修プログラム

の企画にもつなげることができた。 

4) 入試制度改革の検討 

A. 一般選抜の変更 

一般選抜の志願者数減少に歯止めをかけるために、学内で検討委員会をつくり、2025 年度入学



 

者選抜から以下の取り組みを実施することを決定した。 

a. 従来の一般選抜A方式（自然科学と人文・社会科学を選択する）を以下のように細分化した。（選

抜名称等は仮称） 

一般選抜① 人文・社会科学 を選択 （加えて、総合教養[ATLAS]と英語） 

一般選抜② 自然科学     を選択 （加えて、総合教養[ATLAS]と英語） 

これにより、自然科学をより際立たせる事が可能となり、あらたな受験生の増加や志望度の高い

学生の併願を促す。 

b. 更に、従来の一般選抜 B 方式（一般選抜④）に加え、一般選抜③「総合教養[ATLAS]と英語」＋

「二次選考で日本語・英語の面接」の方式を追加し、新たな受験生層へのアピールを行う。 

【表６】 

 

 総合教養 

(ATLAS) 

人文・社会科

学 
自然科学 英語 

２次試験 

オンライン個人面接 

一般選抜① 〇 〇  〇  

一般選抜② 〇  〇 〇  

一般選抜③ 〇   〇 〇（日本語および英語） 

一般選抜④ 〇   英語外部試験 〇（日本語） 

＊一般選抜③と一般選抜④は併願不可（その他は併願可） 

 

B. 各選抜方法の定員変更 

各選抜方法による合格者の質は追跡調査などで担保されているものの、一部で志願者・合格者・入学者

数と定員の乖離が大きい。入試改革に伴い 2025 年度入学者選抜から以下の通り定員の変更を行う。 

 

【表７】 

入学者選抜制度 現行 2025 年度以降の入学者選抜  

一般選抜 250 180 

 A 方式 

240 

B 方式 

10 

① 

110 

② 

40 

③ 

20 

④. 

10 

社会人入学試験 若干名 若干名 

総合型選抜 65 75 

学校推薦型選抜 180 210 

ユニヴァーサル・ 

アドミッションズ 
120 150 

合計 620 620 

 

5) 奨学金制度の整備 

- ICU 家計急変者対象奨学金の実装 

主たる家計支持者の失職・廃業・死亡等家計状況が急変した者への奨学金制度を設けた。 

（現行でも類似の奨学金制度はあるものの、世帯年収、修業年限や国籍による制限があり、修



 

学継続困難者に遍く制度を適用することができない。学ぶ意欲がある家計急変者への学業継続

を支援する仕組みづくりは急務であるとし、本学独自の制度として整備された。） 

給付内容： 授業料・施設費 1 学期分の控除 

開始： 2022 年度秋学期（春学期より受付開始） 

実績： 2023 年 4 月 17 日現在 6 名採用 

- 4 年間継続型奨学金の（制度）設置 

出願時に新入生トーチリレーHigh Endeavor 奨学金に応募した者の中から、特に優秀な合格者に対

し、4 年間継続して学費の減免が受けられる奨学金を開始した。 

給付内容：入学金及び授業料・施設費（原則 4 年間）の控除 

開始： 2023 年度 4 月入学 

採用枠数： 16 名 

実績：13 名（2023 年 4 月入学） 

 

【表８】2022 年度学内給付型奨学金採用実績 

奨学金名 給付時期 
募集人数
（人） 

採用者数
（人） 

給付内容 

【学部】Peace Bell（新入生） 
各学期 （年

額×1/3） 

14 9 
年間 100 万円 

【学部】Peace Bell（在学生） 
（新入生より継

続） 
36 

【学部】トーチリレーHigh Endeavor（初

年度のみ） 
入学時  （4

月/9月） 
48 35 

入学金+1 学期分授業料・施

設費 

【修士】トーチリレー大学院新入学生 
入学時  （4

月/9月） 
40 21 

初年度年間授業料および施

設費の 3 分の 1（約 25 名）

または 3 分の 2（若干名）ま

たは全額（若干名）相当額 

【学部】トーチリレー在学生 春学期 120 120 1 学期分授業料・施設費 

【修士】トーチリレー在学生 春学期 35 3 1 学期分授業料・施設費 

【学部】高等教育修学支援＜補助金

＞ 

原則として

秋・冬学期 
154 119 

年間授業料のうち、700,000

円、466,700 円、または

233,400 円のいずれか（所得

による） 

【学部】ICU 家計急変給付奨学金 随時 － 2 
申請学期の翌学期授業料

および施設費 

【大学院】ICU 家計急変給付奨学金 随時 － 0 
申請学期の翌学期授業料

および施設費 

 

 

5. 学生宣誓の実質化 

1) 日仏英三言語版『ビジュアル版世界人権宣言』の出版 

2022 年度からは、入学式における日英仏三言語『ビジュアル版世界人権宣言』の新入生全員への配

布を開始した。式中には、学長が式辞の中で書籍の出版経緯と本学における世界人権宣言の意義を

述べることで、新入生の学生宣誓への理解を促した。また春学期には図書館と協働し、「世界人権宣言

と ICU」という展示特集を組むことで、全学的な学生宣誓のプレゼンス向上を図った。 

 

6. 教育に関する人事面での施策 

2022 年度は計 11 名のテニュア付またはテニュア・トラックの教員が着任した。うち、外国籍教員が 6

名、女性教員が 5 名であり、ジェンダー・バランスと文化的多様性の確保は達成できている。また、IB プ



 

ログラムの安定的な運営のために実務家教員1名も着任した。さらに、教育義務負担を可視化するシス

テムが稼働し、教員の出講状況を常時参照できるようになった。 

 

7. JICUF との連携 

1) コモングッド基金学生プロジェクト 

- Japan ICU Foundation (JICUF)と共同で立ち上げたコモングッド基金学生プロジェクトの 2 年目の活動と

して 9 名の学生を支援した。学生委員会の審査によって 2023 年度の助成金を三鷹市拠点の 4 団体

に支給されることが決定した。 

2）ウクライナ学生の支援 

シリア学生受け入れに加え、ロシアの軍事進攻を逃れ日本で教育の継続を希望するウクライナ学生

受け入れをいち早く表明し、5月に5名の学生を迎えた。春学期中は聴講生として、9月からは科目等

履修生となり、学費や寮費など全面的な支援を行った。ICU が受け入れを表明したことで、他大学の

受け入れにもつながり、日本・ウクライナ教育パスウェイズを通じて大学間の連携も進んだ。 

 

8. 大学院 

- 博士前期課程の 5 年プログラム及び 3 プログラム（外交・国際公務員養成プログラム、責任あるグロ

ーバル経営者・金融プロフェッショナル養成プログラム、IB 教員養成プログラム）、博士後期課程のカ

リキュラム検証を開始した。具体的には、過去 5 年間における各プログラム等の受験者数、入学者

数、修了者数、GPA 等の分析データをまとめ、大学院教員会議等での協議、報告を行った。 

- 特に博士後期課程に在籍する学生の、研究進捗管理支援のため、IT センターと連携し、学生ポートフ

ォリオの改修に着手した。 

- 人材育成奨学計画奨学金(The Project for Human Resource Development Scholarship: 通称 JDS プログ

ラム)及び、ロータリー平和センターにおける海外からの留学生・ロータリー平和フェローの受入プログ

ラムについて、キャンパスにおける受入と対面授業、国内研修を再開した。 

 

9. ICU のエートスの継承と発展 

1) キリスト教精神に基づく教育環境の充実 

2022年度は3学期間、対面とライブ配信で大学礼拝を行なった。冬学期からは翻訳プリントを廃止し、

ズームの翻訳機能を使いイヤホンによる通訳を再開した。また、3 年ぶりに大学礼拝メッセージ集 13 を

発行した。全学行事であるC-Week（キリスト教週間）では、「ふれる」をテーマに3年ぶりに対面中心に行

われ、100 名前後の参加者を含む企画が相次いだ。学内居住者を中心としたオープンハウスはすべて

対面で行われ、特別大学礼拝は、国際手話通訳者でもある牧師を招聘し、手話による礼拝をチャペルと

オンラインで行なった。12 月に 3 年ぶりに対面で実施した大学燭火礼拝は 370 名が参加した。 

ICU 教会では、2022 年 6 月から「ウクライナ避難民緊急支援募金」を開始し、9 月末までに集まった募

金のうち 239,151 円を Friends of ICU に「被災学生支援募金（ウクライナ学生支援）」として 寄付した。 

2023年1月には2015年以来約8年ぶりに現職教員が宗務部長代行に着任、2月には新たに大学牧

師が 1 名着任し、同 8 年ぶりに 3 名の牧師をおく本来の宗務部体制が実現した。新年度に向けて新築

のトロイヤー記念アーツ・サイエンス館と隣接するシーベリー記念礼拝堂の新たな整備、活用方法が検

討された。 

2) 教職員住宅の整備 

2021 年度の共同住宅（12 戸）の新設に続き、2022 年度は、既存の集合住宅（12 戸）について、築 40

年が経過し老朽化が進んでいることから、大規模改修を計画し、2022 年 12 月に着工、2023 年 3 月に工



 

事が完了した。 

 

II. 研究・学術交流に関する目標と計画 

1. 研究所の研究活動の充実 

1) 学内の 7 つの研究所・研究センターの研究活動については、研究所・研究センターの特別共通予算

を利用し、複数の分野を横断するプロジェクトを中心に支援している。16 件のプロジェクトで、シンポジ

ウムやワークショップ等を実施した。この内、平和研究所ではコロナ禍で休止していたフィールドトリッ

プを 2 年ぶりに計画し、自治体の補助金を有効活用した福島県フィールドトリップを 11 月に実施した。 

2) 2023年3月に、本館にあった5つの研究所がトロイヤー記念アーツ・サイエンス館の4階に移転した。

研究所の共用ラウンジや研究室、書庫等が配置され、今後、研究所間のより一層の交流が見込まれ

る。 

3) コロナ禍によりイベント数は減少しているが、一部のイベントをオンラインで開催し、対面のイベントも

年度後半から徐々に増加している。各研究所の活動内容は下記の通りである。 

＜教育研究所＞ 

 11 月に開催した「「概念型カリキュラムの理論と実践」のためのワークショップ」では、国際バカロレア

（IB）も取り入れている「概念型カリキュラム」を扱い、本学で設置している「IB 教員養成プログラム」にも

寄与するものとなった。また、12 月には言語学のシンポジウム「Asian Junior Linguists conference 7」を 3

回シリーズで実施した。紀要『教育研究』第 65 号を発行した。 

＜社会科学研究所＞ 

 毎年、上智大学グローバルコンサーン研究所（IGC）と共催の国際シンポジウムを開催しているが、

その第 42回シンポジウム「サステナビリティ変革への加速」を 12月に本学で開催した。また、2月にワ

ークショップ「A Digital Humanities Approach to Asian Catholic Culture」を開催した他、複数の公開講演会

を積極的に開催している。紀要『社会科学ジャーナル』90 号を発行した。 

＜キリスト教と文化研究所＞ 

 アメリカから 2 名の専門家を招いて、シンポジウム「Rousseau and Kant: Philosophical, Political, and 

Aesthetic Relations」を 5 月に開催した。また、秋にはシンポジウム「申命記主義的歴史書における自然

観と環境倫理」を 3 日間にわたり開催した。紀要『人文科学研究』第 54 号を発行した。 

＜アジア文化研究所＞ 

 11 月にシンポジウム「日本におけるエスペラント受容」及びワークショップ「東アジアにおけるキリスト

教と社会変動－その歴史と未来への展望－」を開催し、その他にも時勢にあった研究テーマを掲げた

公開講演（Asian Forum）を、5月、10月、2月にそれぞれ実施した。紀要『アジア文化研究』第49号を発

行した。 

＜平和研究所＞ 

11 月 25 日～27 日の 2 泊 3 日で実施した上述の福島県フィールドトリップには計 15 名の学部生と大

学院生が参加し、東日本大震災の被災地を巡った。1 月には、学内で福島フィールドトリップ写真展を

開催し、参加者が撮影した写真を展示した。 

その他、複数のオープンレクチャーやシンポジウムを開催し、ニューズレター「Peace Report」を2回、発

行した。 

＜グローバル言語教育研究センター＞ 

 連続講演会「デザインによる課題解決と未来展望」では、「デザイン思考」「ユニバーサルデザイン」

等のテーマで、年間を通じ、計 6 回の講演会を開催した。また、紀要『ICU 日本語教育研究』第 19 号を

発行した。 



 

 本センターは、1991 年に設立された日本語教育研究センターの事業を引き継ぎ、2018 年に発足した

が、教養学部との業務内容の融合に向け、2023 年 3 月 31 日をもって閉所した。本センターの主要業

務である「夏期日本語教育プログラム」は、2023 年度に発足するグローバル教育センターに引き継が

れる。 

＜ジェンダー研究センター＞ 

 本年度で 10 回目を迎える R-Weeks はジェンダー・セクシュアリティに関する問題意識と学びを深め、

様々な問題に対してより対話・発言しやすい環境を作るためのプロジェクトである。6月6日～17日に、

様々なイベントを開催した。また、講演会や学生主体の読書会等の活動を行っている。また、CGSジャ

ーナル『Gender and Sexuality』第 18 号を 3 月に発行した。 

2. 学術的プレゼンスの顕揚 

1) 外部資金研究費への応募支援及び研究倫理教育の実施 

科学研究費助成事業（科研費）については、引き続き、適切な情報提供、応募支援を行う。科研費以

外の外部資金研究費についても、同様にタイムリーな応募支援に努める。また、大学院生向けに日

本学術振興会の特別研究員養成事業や学内の博士研究員制度等について、早期に情報提供を行

い、応募支援を行う。研究倫理教育・コンプライアンス教育についても、ルールに基づき実施する。 

- 科研費を含む外部資金の応募の際には、研究戦略支援センターが応募書類の確認等の支援を行

っている。また、科研費の応募に関する資料を、応募者が随時見られるよう学内ポータルサイトに

掲載している 

- 科学研究費助成事業（科研費）：2022 年度の採択課題数（代表課題のみ、延長課題 27 件を含む）

は 82 件。内、新規採択課題は 11 件。コロナ禍において出張が制限される等、研究活動に影響が

出ていることもあり、応募件数は例年より減っているものの、新規採択率は 34.4%と好調であった。 

- 科研費以外の学外研究費については、8 件の委託研究を実施した。 

- 学外研究費獲得を目指す教員を支援する学内研究費「研究助成補助金」を、1 名の教員に配分し

た。 

- 本学の博士後期課程に在籍する学生及び本学で博士号を取得後 3 年以内の者を支援する「博士

研究員制度」において、4 名の博士研究員を採用した。本学で博士号を取得した者 2 名が、任期中

にそれぞれ国内・海外の大学の研究職に採用され、博士後期課程在籍中の1名が2023年度の日

本学術振興会特別研究員への採用が決まるなど、着実に成果を上げている。 

- 適正な研究活動の推進のために、教員及び大学院生を対象に、研究倫理 e ラーニングの受講を

義務付けている。大学院生には入学時のオリエンテーションの一環として受講を呼びかけている。 

2) Othmer 記念科学教授による、リベラルアーツにおける自然科学の重要性の発信 

リベラルアーツのサイエンスの認知を高める施策として、ミニ・オープンキャンパスや「Science Café」を

開催。トロイヤー記念アーツ・サイエンス館の竣工に合わせて大学公式ウェブサイトに特設サイトを公開

した。実際に利用の始まる 2023 年度以降も継続して、文理を超えた学びの象徴として、トロイヤー記念

アーツ・サイエンス館に焦点を当て ICU のリベラルアーツ教育の質の訴求を行う予定である。 

3) 教員個人および大学全体の学術的成果の社会への発信の強化とウェブサイトの一部改訂 

ウェブサイト改訂プロジェクトの提案に基づき、「ICU の教育の質」を伝えるための導線整理を主目的と

し、情報の探しやすさ、読みたいと思わせる見た目、ウェルカム感の醸成、SNS からの誘導強化を目指

し改訂作業を進め、2023 年 4 月に公開した。学生募集を主軸としながらも、リベラルアーツと社会との繋

がりや、学術成果の可視化にも取り組んだ。また、5 年ぶり記者懇談会を開催し、本学における自然科

学分野の研究事例として、量子メカニカルメモリの紹介を行った。 

 



 

III. 社会との連携 

1. ICU の理念に適合する産学共同プログラムやプロジェクトの創設と後援 

1) SDGs の取り組み 

SDGs推進室では学生が中心となり、学内でSDGsに関する様々なイベントを開催した。「ジビエカレー

プロジェクト」では大学食堂との協力により、駆除の対象となるはずだった野生鳥獣（鹿）を食材として使

用したジビエカレーを食堂で提供した。また、定期的に開催している「SDGs 座談会」では、毎回 SDGs に

関連するテーマを設定し、学内の教員と学生をゲストに迎え、ディスカッション等を行っている。時には周

辺地域で開催されるイベントにも参加し、地域社会の SDGs に関する取り組みにも貢献した。2022 年度

からはSDGs推進室の公式ホームページに学生の活動紹介ページを新設し、学内外での活動の様子を

紹介した。また、学生とより近い世代にも取り組みを発信できるよう、Instagram での活動紹介にも力を入

れた。 

 

2. 地域との連携の一層の推進 

1) 社会連携・社会貢献に関する全学方針を定め、生涯学習の活動目的と共に明文化した。また、三重

県松阪市と本学との包括連携協定を受け、10 月に泰山荘と所縁の深い松浦武四郎をテーマとした講

演会「一畳敷と松浦武四郎」を、生涯学習講座と本学湯浅八郎記念館の共催で特別講座としてオンラ

インで開催した。この他、三鷹市の小中学校からの児童・生徒のキャンパス訪問を本学学生・教職員

が協力して受け入れ、教員と学生が企画した地域の小中学生向けのイベントを複数実施するなど、

地域連携の新たな試みを行うことができた。 

2) 三鷹市と締結した包括協定の下、2022 年度末に三鷹市との連絡協議会を発足し、3 月に初めてこれ

を実施した。本学と三鷹市との連携実績の確認と報告ならびに、今後の連携に関する具体的な相談

ができる体制を整備した。 

 

3. 企業との連携 

ウクライナ学生の受け入れにあたり、（株）資生堂と共同で行う支援に関して合意書を締結した。 

 

IV. 事務組織の効率化と働き方改革 

1) 数年後の再編を目指し、新たな事務組織案を作成し、学内理事者会並びに部長会において共有し

た。その一環として、国際連携部、人事・財務部が 2023 年 4 月 1 日付けで設置されることとなった。 

2) 事務局長下に発足した部署横断プロジェクト「業務効率化プロジェクト」を中心として、全学的なヒアリ

ングにより日常業務フローの点検・見直しのニーズを把握した上で、事務処理の効率化・迅速化・簡

素化に向けた計画を立案、一部で実施した。 

3) テレワークを制度の正式導入のため、規程と実施ガイドライン制定した（2022 年 4 月 1 日付け）。 

4) スタッフ・ディベロップメント（SD）の推進 

2022 年度は以下の研修を実施した。 

- 職員全体向け基礎研修 

・ 法人向けコンプライアンス研修（総務グループと共同）、特別学修支援に関する研修（CTL と共

同） 

・ 海外派遣研修（リンネ大学（スウェーデン）並びにオーフス大学（デンマーク）） 

・ 他大学交流訪問研修（東京女子大学への訪問、意見交換会の実施） 

- 新人職員研修 

・ 部署紹介研修（22 年度は 7 回開催。2 ヶ月に１回程度の頻度で開催している） 



 

 

V. 財務内容の改善 

1. 施設整備計画を踏まえた財政運営 

1) 財政計画 

少人数教育を支える本学特有の財政構造維持のため、ICU 基金の過去 10 年間の実質平均収益率

を基に学校予算への繰入額を設定し、これを基礎として資金収支の均衡維持を目標とした予算編成を

行い、中長期的に健全な財政を維持することとした。 

2022 年度についても同様の方針により、基金から学校予算への繰入額をあらかじめ設定してその範

囲内で編成した予算を計画的に実行することで、資金収支の均衡を維持した。基金の運用実績と今後

の方針については、大学ウェブサイトで開示している。 

2022 年度には大規模な施設整備計画として、トロイヤー記念アーツ・サイエンス館建設（2022 年 11 月

竣工）、総合学習センター改修工事（2022 年 8 月竣工）、教育研究棟、総合学習センター空調改修工事

（2022 年 9 月竣工）、集合住宅改修工事（2023 年 3 月竣工）を実施し、これらに係る施設整備資金は、計

画通り、基金の運用益保全の観点から、私学事業団及び市中銀行からの長期固定の借り入れにより調

達した。 

2) 募金事業の推進 

年間を通して、寄付者及び寄付者となりうる層への寄付成果のフィードバックや最新の大学の取り組

みなどの情報提供を継続し、大学への共感を得ることで寄付への関心を高め、新たな寄付に繋げるとい

う一連のサイクルの効果的な循環に努めた。相続、遺贈に対する関心の高まりに応え、相続・遺贈セミ

ナーも 2 回開催。相続・遺贈によるご寄付も 4 件（FOI（Friend of ICU）募金総額の 55％）賜った。ディッフェ

ンドルファー（Ⅾ）館東棟修繕募金のためのホームカミングも 3年ぶりに対面で開催し、最終的に 2023年

3 月末で募金期間を終了したⅮ館東棟修繕募金は約 4100 万円、グループ募金 11 件の成果を上げるこ

とができた。 

コロナ禍キャンパス訪問や対面での情報提供が叶わなかった在学生保証人に対しては福岡、大阪、

名古屋での説明会及びキャンパスでの在学生保証人オープンキャンパスを開催し、大学への理解促進

と関係構築に努めた。 

企業や財団へのアプローチや同窓会支部との懇談も継続し、2022年度募金総額としては、FOI 3.14億

円（前年度比 161％）、教育研究資金 2900 万円(昨年度比 109％)を達成することができた。 

 大学の保有する基金の一部を Pay Forward 基金として奨学金専用のファンドとすること旨の決定を

踏まえ、Pay Forward 基金を使途とした寄付金を毎年 2億円募り、2033年度には 100億円基金とすること

を募金事業の今後 10 年間の大きな目標に据えた。 

 

VI. その他 

1. 危機管理 

1) コロナ禍における大学運営の舵取りを継続するため、危機管理委員会を計 15 回開催し、部署横断体

制により、授業実施や課外活動実施等の方針を決定した。 

2) 情報セキュリティの強化 

- オンライン授業やリモートワークに伴うセキュリティ強化のためにユーザのリテラシー向上を目的

とした教職員向けセキュリティ研修を e-learningの形態で実施し、全対象者の 81.9%が受講を完了

した（専任教員 81.4%、全職員 82.2%）。 

- 最新のトレンドを取り入れた標的型メール訓練サービスを毎月実施。どのような攻撃に ICU が弱

いかの傾向の集計結果を職員向けに周知し、学内の意識向上に努めた。 



 

2. ICU の環境資本、文化資本の活用の活性化と情報発信の強化 

湯浅八郎記念館は、コロナ禍以降、一般の来館は難しくなり開館日数は制限したものの、2022年度は3回

の特別展、3 回の公開講座などを開催するとともに、学芸員課程関連授業の教室として利用など学内にお

ける利活用の幅は広がった。さらに、開館 40 周年記念として『民芸の心〔新装和英版〕』を復刊した。 

3. 自己点検・認証評価の準備 

内部質保証の取り組みを整理・可視化するため、「内部質保証の方針」「学習成果の評価に関する方

針」「求める教員像および教員組織の編制方針」「管理運営に関する方針」「社会連携・社会貢献に関する

方針」を策定した。また、大学評価申請準備委員会（5-11 月）、自己点検・評価委員会（12 月-）を開催する

と共に、卒業生調査の実施や大学評価に必要な資料を揃え、2023 年度自己点検に向けた準備を行った。 

 

【2.高等学校部門】 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、本校教育活動も感染対策に留意しながらコロナ禍

以前の水準を急速に回復しつつ新しい教育活動のあり方を模索する日々が続いた。生徒・教職員の安全

を第一としながら、教育活動の継続を図り、日々成長を重ねる生徒を支え励ます手探りの日々であった。

上よりの守りと導きを願い求めつつ、教職員の献身的な働きに心から感謝するコロナ禍 3 年間であった。

本校が築いてきた帰国生と国内生の相互理解教育の先進的実践、および自由な校風に根ざした学校文

化を、「スーパーグローバルハイスクール」（SGH）指定終了後にあって、グローバル教育プログラムへと継

承発展させることが本校に課された継続的な課題であり、結実を得つつある。あわせて、高等学校学習指

導要領改訂にともない準備を重ねた新しい教育課程の年次進行実施の初年度であった。学校運営の重

要事項は月二回開催される高校運営会議で協議決定される。大きな教育課題については、年二回開催の

評議員会高校委員会に諮問し検討している。 

 

1. 教育に関する事業 

1) 新教育課程実施へ向けた対策 

年次進行で実施される新教育課程の一年目であった。クラス展開やクラス数、担当教員の配置、教

材選定等適切に準備が重ねられたことを確認しながら、新しい授業を構想し、授業の刷新と向上に努め

た。新教育課程においては、1 年生「情報Ⅰ」、2 年生「家庭基礎」「公共」などの全員必履修科目の配当

学年を変更するなどしているので、それらにおける生徒の学びの成果を引き続き注視する。さらに、「総

合的な探究の時間」の一部として、学年横断的な「クロスプロジェクト」を開始した。4 月に個人またはグ

ループで行う探究活動のテーマを決定し、10 月に中間発表、2 月 22 日にデジタル・ポスターセッションの

形式で 2 年生全員が発表を行い、1 年生が見学した。なお、教務部では、「履修システム」及び「時間割

システム」の運用安定を図る一方、在籍情報も含め統合的な「校務システム」の導入に向けた検討に着

手した。 

2) グローバル教育プログラム（GLP）の充実 

2022 年度は、25 のイベントやワークショップが行われた。ほとんどが対面で実施されたが、ICT を活用

して海外とつながるプログラム（「JSIE グローバルキャリアシリーズ」や「日本メキシコ学院とのオンライン

交流」等）も多くの参加者を集めた。これまでの活動の展開により築かれたネットワークや卒業生の支援

を得て、海外との交流やグローバルな課題に関するプロジェクトを一部は生徒が主導してつくりあげたこ

とが特筆に値する（「ウクライナの若者たちと一緒に語ろう！」や「ペーパーミラクルズ販売」等）。他方、

地域の活動（「野川公園環境保全ボランティア」や「都市農業レクチャー」等）への生徒の参加も積極的で

あった。コロナ禍により引き続き海外スタディツアーを中止したが、国内スタディツアーは京都において夏

期に一件実施した。 



 

11 月 21 日の全校 GLP 学習発表会（GLP LEAP!2022）では、3 年生「課題探究講座」履修生による発表

8 本（2021 年度：14 本）に加えて、学校内外で生徒らが繰り広げるさまざまなプロジェクトの自主的発表

28 本（2021 年度：15 本）に、これまで以上の活動の広がりが見られた。SGH 記念講演会には、本校 3 期

卒業生で JAPAN Forward 編集長の内藤泰朗氏を講師にお迎えし、「世界を知る。日本を考える。」と題し

て1月8日に対面で開催した。学校のさまざまなプログラムが、生徒相互間の学び合いや卒業生からの

支援により、よい循環のうちに充実を深めている。 

GLP だよりを隔週で 19 号オンライン配信した。校外プログラムへの参加支援、高校留学希望者への

応募支援、海外大学進学支援等を行った。 

学年末全校生徒対象アンケートでは、「GLP の企画・行事は自分にとって意味があると思う」の設問に

対して、「そう思う」「ややそう思う」の回答が、1 年生 68.4％（2021 年度：83.8％）、2 年生 72.5％（80.3％）、3

年生 75.7％（70.7％）であった。コロナ禍以前と変わらず生徒から肯定的に受け止められている。 

3) 進路指導体制の強化 

引き続き大学入試改革や大学入学共通テスト、外部英語検定試験等に関する情報収集に努め、生

徒･保護者へは、進路ガイダンス（保護者向けはオンライン）やガイダンスハンドブック発行等を通して情

報提供を行った。国際基督教大学アドミッションズ・センターとの協議や当該学年の担任らとの情報共有

を重ね、高大連携に遺漏なきよう務めた。 

海外大学進学者による「体験報告会」や、国公立大学、ICU 等に進学した卒業生による「卒業生を囲

む会」を複数回対面で開催した。国際基督教大学については、大学説明会やキャンパスツアー等を実

施いただき、保護者を対象にした大学説明会も久しぶりに 12 月に対面で開催することができた。例年実

施している有力大学による個別の説明会を対面で実施することはできなかったが、諸大学のオンライン

説明会等に関する情報を生徒に向けて発信した。オープンキャンパスへの参加にも制約があったため、

「進路探究ワーク」（1 年生）、「進路レポート」（2 年生）を課した。 

進路部の事業のうち受験結果調査については、受験校データの落とし込みと入力の作業量が大きく、

学年末の厳しいスケジュールでの業務であり、効率化のための工夫が必要である。 

4) 生徒指導及び生徒の成長支援 

学年末全校生徒対象アンケートでは、「一般生と帰国生がお互いに良い影響を与えあっている」の設

問に対して、「そう思う」「ややそう思う」の回答が、1 年生 92.9％（2021 年度：98.1％）、2 年生 87.6％

（91.0％）、3年生90.3%（92.4％）であった。本校設立の趣旨に照らし、さまざまな多様性を持つ生徒相互の

理解促進が実現できていると考える。また、「私は本校を選んで良かったと思っている」の設問に対して

は、1 年生 91.0％（95.6％）、2 年生 87.6%（93.8％）、3 年生 94.6％（93.8％）が肯定的な回答を選んでいる。

生徒が安心して伸びやかに学校生活を送ることができるよう、引き続き尽力していく。 

他方で、コロナ禍 3 年目にあって、生徒の諸活動の幅は徐々に拡がってきたが、ストレスや不安を感

じる生徒も多く、学年会や養護教諭、スクールカウンセラー（2 名）、保健カウンセリング委員会（年 5 回開

催）により、支援につとめた。スクールカウンセラーの主催、協力により、「TCK：Third Culture Kids セミナー」

や「コラージュ体験会」、「ヨガワークショップ」など、生徒の不適応を予防し、生徒同士のつながりを作る

目的のグループ企画を実施した。 

細井教生賞による生徒活動の奨励・表彰（6 件）、国際基督教大学高等学校奨学金による学業継続

困難な生徒への支援（1 件）など、諸制度が有効に活用され、必要な生徒に届くようその運用に配意した。 

【表】保健室利用人数推移 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

1224 名 543 名 932 名 1075 名 

【表】スクールカウンセラー相談室利用者数推移 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 



 

利用生徒・保護者実人数 26 名 32 名 44 名 37 名 

相談・コンサル延べ人数 203 件 215 件 200 件 259 件 

 

5) ICT 環境の充実化・活用促進 

コロナ禍の長期化とともに、オンライン授業の円滑な展開のための新入生のGoogle Classroomへの誘

導、使い方のレクチャー、トラブル対応、「オンライン授業へ向けた心得」作成等順調に進行した。また、

生徒用 Office365 のアカウント配布に際しては、生徒がより活用できるよう、文書を作成配布し、支援体

制を強化している。ICT 環境の充実をめざして、大学 IT センターとの連携が進捗した。対教職員支援に

関しては、WiFi の接続情報を公開・周知することで効率的な業務が可能となるよう図った。また、セキュリ

ティを高めるために教員用 Google 及び Microsoft(Office365)に多要素（二段階）認証のシステムを導入し

た。さらに、教員用の校内ファイルサーバーWhitebase1 が使用できなくなるので、クラウドストレージであ

る One Drive 及び Share Point へのデータ移行を完了させた。データ保全及びコストの両面で大きな改善

であった。 

学年末全校生徒対象アンケートでは、「本校のオンライン授業の対応は良かった」の設問に対して、

「そう思う」「ややそう思う」の回答が、1 年生 75.5％（2021 年度：86.9％）、2 年生 65.2％（77.5％）、3 年生

83.8％（88.2％）であった。今後も ICT 活用により、授業効率及び教育の質向上をさらに図ることを課題と

する。 

6) 学校図書館運営 

カウンターにおける司書によるレファレンス機能の充実を図った。前年度の司書用 PC の整備により

迅速対応が可能となったが、2 年生「総合的な探究の時間」取組みなどによる生徒の図書館利用増加を

見越して、さらに対応を強化する。学校行事や教科学習と連携した図書の購入・ブックフェア（28 回）、図

書館講演会（6 月星友啓氏、11 月 NPO 法人ピルコン、2 月小松満帆氏、3 月クルド人難民デニズ氏）、

「ハーバードプライズブック」選考、ICU 図書館との連携、「高校生直木賞」とりまとめ等を行った。生徒図

書委員会が、館報「むーせいおん」（年 10 回配信）記事執筆や企画「匿名図書」などで活発に活動した。

蔵書冊数 37,308 冊、購入・受入 1,487 冊。 

ライティングセンターにおいても、チューターが生徒の学習支援にあたっている。 

【表】学校図書館年間貸出回数 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

7441 回 5499 回 5547 回 6682 回 5960 回 

 

7) 学寮運営体制 

2017年度に開始した学寮の外部委託制度と、教員6名による新学寮委員会体制は、順調に機能して

いる。毎週合同で定例の委員会を開催し、学寮運営と寮生の寮生活について必要な検討を行っている。

5寮 126名の定員に対して、4月 119名、9月110 名、1月 82名と定員をほぼ満たす水準であった。学寮

内のコロナ感染症予防策を構築し、全寮生に周知している。特に、発熱、感染、ワクチン接種時の保護

者・身元引受人の対応の必要について、周知を徹底している。幸い学寮内においては、感染者が多数

発生することなく、学寮閉鎖も回避できた。2021 年度以降、寮費を段階的に改定している。なお、寮生や

身元引受人宅の負担の軽減を図り、学習環境を維持するため、オンライン授業期間中も開寮し、週末の

特別在寮制度も実施している。オンライン授業期間中も約 30 名が学寮からオンライン授業に出席した。

食堂の協力により、オンライン授業期間中にも夕食の提供をいただいた。2022 年度より本格実施した週

末の特別在寮制度（有料）の利用者は、各寮数名～半数程で、それぞれの事情により引き続き要請をさ

れている制度である。各入試の合格発表日数日後に行われる入寮説明会・個別面接会をオンラインで

実施した。日常的に寮生保護者との面談等にもオンラインを活用している。 



 

8) 父母の会・同窓会との連携 

同窓会との連携を強化し、募金活動等への協力体制の構築を進めた。高校募金委員会には、同窓

会役員から委員 2 名を迎えている。同窓会ネットワークを借用し、高校からの発信及び「サポート募金の

お願い」を発送するなど、働きかけを強めている。2022 年度には、グラウンド改修のようすを知らせ、反

響があった。本校HP と連動して、グローバルに活躍する卒業生のネットワーク構築（グローバルスタディ

ネットワーク）として、卒業生有志と在校生をつなぐ試みを進めている。 

9) 教職員の研修 

教職員夏期研修会において、「ハラスメント防止」「LGBTQ＋と生徒対応」「アンガーマネジメント」をテ

ーマに講師を招き講演・ワークショップを開催した。事務室職員も参加し、共に人権意識等を啓培した。

コロナ禍により、長期研修、短期研修ともに研修者がいなかった。外部研修がオンライン開催に移行して

いることもあり、専任教員の対面での研修会参加は 19 件にとどまった。 

10) 新型コロナウイルス感染症への対応 

生徒・教職員の安全と学習機会の確保の両立に配意した。文部科学省通知やマニュアル等に準拠し

て校内における感染症対策を学校医と連携の上で継続した。さまざまな判断に当たっては、近隣私立学

校、また都内キリスト教学校の動向を参照したが、学寮を持つ学校であるところから、より慎重な対応と

なった。コロナ禍 3 年間をふりかえると、大規模な集団感染、学校閉鎖には至らず、1 年生一学級のみ 2

日間の学級閉鎖を実施（2022 年 12 月）するに止まったことは幸いであった。 

【春学期】入学式は、大学礼拝堂にて新入生と教職員による式典として挙行した。各ご家庭より保護

者一名が本校体育館に参集し、オンラインによる中継を視聴できるようにした。新入生ガイダンスや健

康診断等は、感染症対策を徹底したうえで実施した。学校主催の保護者会は、通年でオンラインにて

開催した。沖縄修学旅行及び校外学習等も、感染対策に留意しながら、通常の旅程に復して実施し

た。連休の谷間の5月2日（月）については、感染回避のため特別にオンライン授業とした。キリスト教

週間行事には、学年別ペンテコステ礼拝（21 言語で聖書朗読）、マルチイベント（28 企画）など感染対

策を徹底して実施した。5 月と 6 月に、対策を取りながら父母の会クラス懇親会なども校内で対面にて

行った。 

【秋学期】学校祭については、対面で 2日間実施し保護者 1名のみ（3 年生は 2名）入場可とした。クリ

スマス集会は大学礼拝堂にて全校を二つに分割して実施した。昨年に続き、ハレルヤ・コーラスは事

前に収録したものを礼拝の中で上映し、ともに降誕のよろこびを分かち合った。 

【冬学期】生徒の安全と学習の継続及び入試の無事完了を図る観点から、予定通り 1 月 23 日から 27

日及び 2 月 6 日から 9 日までオンライン授業とした。卒業式は、生徒・教職員に加えて保護者 1 名を

大学礼拝堂に迎えて挙行した。2 人目の保護者には、本校体育館に参集いただき、式典の様子をオ

ンラインで配信した。卒業記念パーティーも簡素なかたちで再開した。 

 

2. 広報・リクルート活動に関する事業 

1) 本校に与えられている平和と人権という使命、帰国生受け入れを主たる目的とする本校の独自のあ

り方を、さらに国内外に向けて発信すべく、帰国生徒教育センターを中心に活動した。新型コロナウイ

ルス感染症の影響の残る中、世界各地で頻発する紛争や戦争の影響もあり、さまざまな問合せへの

対応に忙殺された。特に、海外生・帰国生とそのご家族に寄り添うことを最優先とし、柔軟な対応を心

がけた。 

2) 国内広報活動では、12回におよぶ本校主催オンライン学校見学会・説明会を行い、2,257世帯の参加

を得た（2021 年度：9 回 2,390 世帯参加）。13 回の外部の各種オンライン学校説明会（1,033 世帯参加）

に参加した。オンライン見学会・説明会用のコンテンツとして、生徒・生徒会・卒業生・寮生・教員らが



 

動画を作成し、各回において少しずつ変化を与えながら配信した。本校主催の会においては、事前・

当日に質問を募り会の中で回答するライブ感の高いプログラムが好評であった。対面でのイベントと

して、Campus Walk Hour を卒業生をスタッフに迎えて以下のとおり実施した。相応の人数が、受験につ

ながったと評価している。 

【表】Campus Walk Hour 実施状況 

 実施回数 参加組数 参加人数 

2021 年度 6 回 540 組 1116 名 

2022 年度 10 回 841 組 1675 名 

 

3) 本校独自、また海外子女教育振興財団主催の海外学校説明会は、すべて中止となったが、急きょ同

財団による北米巡回相談会が実施されることとなり、本校と同志社国際中高が招かれ、4 都市を訪問

した。 

4) 「2022 東京都私立学校展」（東京私立中学高等学校協会）、「受験なんでも相談会」（声の教育社）、

「東京西地区私立中高進学相談会」（大学通信）、「帰国生対象学校説明会・個別相談会」（早稲田ア

カデミー）等が対面にて開催され参加した。本校内において例年受け入れている個別学校見学は引

き続き受け入れ中止としていたが、年度末に試行的に再開した。 

5) 2022 年 4 月入学試験において Web 出願を導入したが、2022 年 7 月実施の 9 月編入学試験において

も、これを導入した。入試業務プロセスの見直しを進め業務効率化を達成しつつある。本校入試の実

施には万全を期した。全面オンライン面接（9 月編入生入試および 12 月帰国生徒推薦入試）、海外生

オンライン面接（1 月書類選考入試）、試験教室収容人数の抑制・保護者控室廃止・感染症対策の徹

底（2 月一般入試）などは継続した。特に、オンライン面接時のトラブルを防止するために、事前のオン

ライン環境チェックを入念に実施し、重大事故の発生を防ぐことができた。一昨年度大幅増となった帰

国生徒入試の出願数は従来の水準に戻った。一般入試については、徐々に回復傾向にあるが、国

内生向けの広報活動が制約を受けていることもあり、出願数は伸び悩んだ。 

 

3. 財政計画・施設改善に関する事業 

1) コロナ禍が長期化する中、コロナ禍以前の諸活動を急速に回復する上で、オンライン授業や感染症

対策等で必要な物品の購入や機器・機材のレンタルなど、柔軟で適切な予算執行・財政運営を行っ

た。 

2) 夏期休業期間を利用して、創立 45 年目にして初めてになる本格的なグラウンド全面整備を無事に完

了することができた。グラウンドの土壌改良や浸透層の追加により、水はけの向上を図り、雨水桝・側

溝の再整備を行った。テニスコートもフェンスを含め全面改修し、野球場・ハンドボールコートの表層土

も再舗装した。なお、整備実施にあたり、夏季休業期間中の本校クラブ活動のために大学体育施設

を借用した。記して感謝したい。 

3) 募金委員会高校委員会が今後の募金活動について精力的に検討を行った。入学生保護者を対象と

した「教育充実資金」及び在校生保護者・卒業生・教職員を対象とした「サポート募金」を合わせると寄

付件数・総額は引き続き大きく増加している。前年度に続いて現旧教職員からも多額の寄付を受領し、

生徒の活動を奨励・表彰する細井教生賞の原資とした。2021年度末に本校HP上に開設された「サポ

ート募金」専用サイトで、寄付件数と総額及び使途を報告している。 

4) 卒業生保護者及びそのご家族の篤志により、「喜吉フォワード奨学金」が設置された。これは、経済的

事情により就学に困難のある者の就学および学校生活を支援し、その豊かな成長を図ることを目的

に、2022年度から5年間にわたり設定されるものである。奨学生募集に向けて必要な準備と周知を丁



 

寧に行ったところ、想定を上回る希望があり、選考の結果 2022 年度 4 月入学生 7 名に入学金支援と

して 30 万円ないし 15 万円、総額 150 万円を給付した。 

 

4. 危機管理体制の構築に関する事業 

1) 全校避難訓練を、授業時間中（6 月）および生徒活動中（9 月）を想定して 2 回計画した。9 月について

は、学校祭準備期間中に地震が発生し教員の引率誘導なしに避難するという想定である。2022 年度

は台風接近に伴い中止となり、文書による指導を行った。救急救命訓練については派遣元消防署の

都合により実施できず、7 月に DVD 視聴により AED 訓練を行った。 

2) ハラスメント防止のため、「ハラスメント防止に関するガイドライン」を策定し、教職員に周知徹底してい

る。パワーハラスメント防止措置が全事業所に義務化され、本校でも取り組み強化を進めている。前

述した教職員夏期研修会において、「ハラスメント防止」「LGBTQ＋と生徒対応」「アンガーマネジメント」

をテーマに講師を招き講演・ワークショップを開催した。「高等学校人権侵害防止対策規程」が高校運

営会議にて承認され、本校においても人権相談員及び人権委員会組織が発足した。 

3) 情報リテラシー、情報モラル、セキュリティに関する生徒の意識と知識を高めるため、入学時・オンライ

ン授業時に学年会および生徒部による指導を行った。加えて、情報科などの教科教育においても指

導を展開している。 

 

【3.法人部門】 

1.キャンパスの自然環境の整備 

持続可能性の維持や生物多様性確保面からの対策を考慮していくことを念頭に置き、保全方針に基づ

く実施計画をエリア毎に策定し、環境保全に努めている。また、自然環境を ICU の教育を支える重要な経

営資源と位置づけ、学生たちの学びの場となり、教育に活かされるよう、整備計画の検討を始めた。 

 

2.福利施設の整備 

 SDG's に関連したジビエ料理やフェアトレード商品の提供等、学生・教員からの提案を受け、新しい食堂

運営業者との協働で学びの実践を支援する取組を複数行った。また、教職員および学生に対し大学食堂

に関する満足度調査を 2023 年 1 月に実施した。回答者は 523 名で、そのうち大学食堂運営の総合評価

が 80 点以上との回答が過半数を越えた。60 点以上との回答を合わせると、全体の 87％から好評を得

た。トロイヤー記念アーツ・サイエンス館の開館に合わせた新規オープン施設はカフェを基本コンセプトと

し、取り扱うコーヒーのブランドの学内投票やカフェ名称の学内公募を行い、構成員の参画をはかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

Ⅲ. 財務の概要 

1. 学校法人会計について  

（1）概要 

 学校法人の目的は教育研究活動の遂行であり、営利を目的とする企業とは異なります。このため学

校法人は、学生からの学生生徒等納付金、学内外関係者からの寄付金、国や地方公共団体からの補

助金などを主な収入とし、これらを原資として教育研究活動に必要な支出に充てています。学校法人に

は受け入れた収入で最善の教育を提供することが求められており、営利活動を目的とする企業のよう

に利潤を生み出すことは必ずしも求められていません。 

 学校法人の収入の大半は学生生徒等納付金や補助金のように固定的かつ制約的な性格を持つ科

目で占められているため、限定された収入の中で組織を維持し、効率的な教育研究活動のための支出

を行うことが重要な課題となります。このため、予算が重要視され、学校法人の教育研究活動を財政面

から報告する計算書類でも予算と実績を対比して報告する方式を採用しています。さらに学校法人には、

寄付金や補助金の受託者として、委託者である寄付者や国等から受け入れた資金等が教育研究活動

のために適切に支出されたこと、及びこれらの資金等の保全と運用の詳細について明らかにすること、

が求められます。従って学校法人会計では、教育研究活動がどのように遂行されたかを計算書類で開

示するために、企業会計基準とは異なる学校法人会計基準を設けています。具体的には、Ⅰ.資金収支

計算書、Ⅱ.事業活動収支計算書、及びⅢ.貸借対照表を作成して、利害関係者及び広く社会一般に対

して、その財務情報をわかりやすく開示することが義務づけられています。 

Ⅰ.資金収支計算書 

当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容並びに当該会計年度における支

払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及び支出のてん末を明らかにします。

これにより収入と支出の内容を明確にし、年度末の現預金の状況を報告します。学校法人の収入と支

出の内容と資金繰りの健全性を見ることができます。 

Ⅱ.事業活動収支計算書 

企業会計の損益計算書に相当する計算書類です。当該会計年度の①教育活動（教育活動収支）、

②教育活動以外の経常的な活動（教育外活動収支）、③それ以外の活動（特別収支）、に対応する収入

及び支出の内容を明らかにします。また、当該会計年度の基本金に組み入れる額（施設設備等の購入

に相当する金額）を控除した当該会計年度の諸活動に対応する全ての収入及び支出の均衡の状態を

明らかにします。学校法人の区分ごとの事業活動収入と事業活動支出のバランスを見ることができま

す。 

Ⅲ.貸借対照表 

当該会計年度末における学校法人の資産、負債、純資産（基本金及び収支差額）を表示し、資産等

の調達源泉とその運用形態が明らかにします。学校法人の財政状態の健全性を知ることができます。 

 （2）計算書類の各科目の説明  ＜別添参照＞ 

 

2. 2022 年度決算の概要 

(1) 経営状況の分析と経年比較 

① 事業活動収支計算書 



 

 

 事業活動収支計算書は、「教育活動収支」、「教育活動外収支」、「特別収支」の 3 つの区分ごとに、当該

会計年度の収入及び支出の内容と収支のバランスを明らかにするものです。 

 事業活動収支全体では、収入計が 10,699 百万円（前年度比＋302 百万円）、支出計が 9,493 百万円（前

年度比＋640 百万円）となりました。 

教育活動収支では、収支差額が△1,729 百万円で、前年度比△256 百万円の赤字幅拡大となりました。

収入では、寄付金収入が 187 百万円、経常費補助金等収入が 61 百万円、寮費等付随事業収入が 70 百

万円とぞれぞれ増加しました。支出では、人件費（退職給与引当金繰入額を含む）はほぼ前年度並みとな

りましたが、教育研究／管理経費（減価償却額を含む）が光熱水費や奨学費、減価償却額等の増加により、

624 百万円の増加となりました。 

教育活動外収支では、収支差額が＋2,918百万円で、前年度比△60百万円となりました。減少の主な要

因は、借入金利息等支出及び基金運用委託費支出の増加でした。 

教育活動収支と教育活動外収支を合わせた経常収支では、収支差額が＋1,189 百万円となり、前年度

を△316 百万円下回りました。  

 これら 3 つの区分（教育活動収支、教育活動外収支、特別収支）の収支差額を合わせた基本金組入前

当年度収支差額は、＋1,206 百万円で前年度を△338 百万円下回りました。 

 また、基本金組入額（施設の建設や拡充等のために自己資金で支出した額に相当する額）は、前年度比

359 百万円増加して 787 百万円となりました。 

 結果として、当年度収支差額（教育活動収支差額＋教育活動外収支差額＋特別収支差額－基本金組

入額）は＋419 百万円となりました。 

 

   （単位：百万円） 

     教育活動収支 教育活動外収支 特別収支 

（単位：百万円） （単位：百万円）

　　　科　　目 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

学生生徒等納付金 5,356 5,261 5,119 5,099 5,123

手数料 124 125 129 116 105

寄付金 217 189 236 224 411

経常費等補助金 1,054 995 1,007 922 983

付随事業収入 603 615 318 443 513

雑収入 341 362 185 251 261

　教育活動収入計 7,695 7,547 6,994 7,055 7,396

人件費 4,969 5,116 4,752 4,900 4,868

教育研究経費 2,459 2,529 2,255 2,262 2,733

管理経費 1,488 1,426 1,303 1,365 1,518

徴収不能額等 2 5 0 1 6

　教育活動支出計 8,918 9,076 8,310 8,528 9,125

教育活動収支差額 △ 1,223 △ 1,529 △ 1,316 △ 1,473 △ 1,729

受取利息・配当金 740 1,411 1,254 3,204 3,192

その他の教育活動外収入 58 50 42 41 46

　教育活動外収入 798 1,461 1,296 3,245 3,238

借入金等利息 67 69 69 94 119

その他の教育活動外支出 128 119 133 173 201

　教育活動外支出 195 188 202 267 320

教育活動外収支差額 603 1,273 1,094 2,978 2,918

経常収支差額 △ 620 △ 256 △ 222 1,505 1,189

資産売却差額 0 0 0 0 0

その他の特別収入 294 63 27 97 65

　特別収入計 294 63 27 97 65

資産処分差額 43 38 31 58 48

その他の特別支出 0 0 0 0 0

　特別支出計 43 38 31 58 48

特別収支差額 251 25 △ 4 39 17

　基本金組入前当年度収支差額 △ 369 △ 231 △ 226 1,544 1,206

　基本金組入額合計 △ 1,175 △ 882 △ 567 △ 428 △ 787

　当年度収支差額 △ 1,544 △ 1,113 △ 793 1,116 419

　事業活動収入計 8,787 9,071 8,317 10,397 10,699

　事業活動支出計 9,156 9,302 8,543 8,853 9,493
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② 資金収支計算書 

 
 資金収支計算書は、当該会計年度の教育研究等の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容

と、支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及び支出のてん末を明らかにする

ものです。 

 収入の部は、借入金や学生生徒等納付金の前受金等を含め 15,943 百万円となり、前年度繰越支払資

金 2,099 百万円を加えて、18,042 百万円となりました。事業活動収支計算書で述べた主な要因に加えて、

トロイヤー記念アーツ・サイエンス館建設、空調設備更新等施設整備に係る借入金収入を計上しました。 

 支出の部は、借入金等返済や施設・設備関係支出等を含め 15,307 百万円となり、翌年度繰越支払資金

は 2,735 百万円となりました。事業活動支出で述べた主な要因（減価償却額は除く）に加えて、トロイヤー

記念アーツ・サイエンス館建設、空調設備更新等に係る施設関連支出を計上しました。 
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（単位：百万円） （単位：百万円）

　　　科　　目 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

学生生徒等納付金収入 5,356 5,261 5,119 5,099 5,123

手数料収入 124 126 129 116 105

寄付金収入 273 228 239 283 424

補助金収入 1,276 999 1,017 948 1,018

資産売却収入 127 0 0 0 0

付随事業・収益事業収入 661 665 360 484 559

受取利息・配当金収入 740 1,411 1,254 3,204 3,192

雑収入 340 361 184 240 261

借入金等収入 1,981 124 2,573 5,354 3,805

前受金収入 668 757 716 779 763

その他の収入 2,247 1,960 1,695 653 1,636

資金収入調整勘定 △ 1,254 △ 946 △ 862 △ 884 △ 943

前年度繰越支払資金 2,069 2,093 2,075 2,648 2,099

　収入の部 14,608 13,039 14,499 18,924 18,042

人件費支出 4,989 5,151 4,761 4,947 4,898

教育研究経費支出 1,803 1,844 1,536 1,515 1,909

管理経費支出 1,194 1,098 984 1,053 1,174

借入金等利息支出 67 69 69 94 119

借入金等返済支出 674 692 578 1,254 764

施設関係支出 2,448 277 2,428 4,689 3,528

設備関係支出 214 204 206 139 261

資産運用支出 1,318 1,283 1,111 3,024 2,989

その他の支出 498 738 404 415 351

資金支出調整勘定 △ 690 △ 392 △ 226 △ 305 △ 686

翌年度繰越支払資金 2,093 2,075 2,648 2,099 2,735

　支出の部 14,608 13,039 14,499 18,924 18,042
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③ 活動区分資金収支計算書 

 
活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書を、①教育活動、②施設・設備の取得又は売却その他

これらに類する活動、③資金調達その他①及び②以外の活動に区分して記載するもので、企業会計のキ

ャッシュ・フロー計算書のように活動ごとの収支状況を明らかにするものです。 

 

④ 貸借対照表 

 
 貸借対照表は、会計年度末における資産及び負債、基本金、繰越収支差額の状況を示し、学校法人

の財政状態を明らかにするものです。 

 2023 年 3 月 31 日現在、資産の部合計は 80,380 百万円、負債の部合計は 20,148 百万円、純資産の部

合計（資産の部合計から負債の部合計を引いた正味財産）は 60,232 百万円となりました。 

  

（単位：百万円）

　　　科　　目 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

教育活動による資金収支

教育活動資金収入計 7,686 7,541 6,988 7,041 7,391

教育活動資金支出計 7,859 7,973 7,149 7,341 7,780

差引 △ 173 △ 432 △ 161 △ 300 △ 389

調整勘定等 △ 188 22 96 53 32

教育活動資金収支差額 △ 361 △ 410 △ 65 △ 247 △ 357

施設整備等活動による資金収支

施設整備等活動資金収入計 2,141 1,383 1,368 604 1,192

施設整備等活動資金支出計 3,372 481 2,632 4,829 3,789

差引 △ 1,231 902 △ 1,264 △ 4,225 △ 2,597

調整勘定等 47 65 △ 118 △ 13 255

施設整備等活動資金収支差額 △ 1,184 967 △ 1,382 △ 4,238 △ 2,342

△ 1,545 557 △ 1,447 △ 4,485 △ 2,699
その他の活動による資金収支

その他の活動資金収入計 2,968 1,772 3,935 8,631 7,375

その他の活動資金支出計 1,537 2,210 1,929 4,721 4,115

差引 1,431 △ 438 2,006 3,910 3,260

調整勘定等 138 △ 136 14 26 75

その他の活動資金収支差額 1,569 △ 574 2,020 3,936 3,335

24 △ 17 573 △ 549 636

前年度繰越支払資金 2,069 2,092 2,075 2,648 2,099

翌年度繰越支払資金 2,093 2,075 2,648 2,099 2,735

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

（単位：百万円） （単位：百万円）

　　　科　　目 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

固定資産 67,003 66,274 67,471 73,543 77,476

流動資産 2,543 2,360 2,758 2,271 2,904

　資産の部合計 69,546 68,634 70,229 75,814 80,380

固定負債 9,416 8,974 10,305 14,823 17,629

流動負債 2,191 1,952 2,442 1,965 2,519

　負債の部合計 11,607 10,926 12,747 16,788 20,148

基本金 54,337 55,219 55,787 56,215 57,001

繰越収支差額 3,602 2,489 1,695 2,811 3,231

　純資産の部合計 57,939 57,708 57,482 59,026 60,232

負債及び純資産の部合計 69,546 68,634 70,229 75,814 80,380
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⑤ 収益事業会計 

 
 収益事業である太陽光発電事業（2015 年 7 月から売電を開始）は、収益事業会計として学校法人会計

とは区分して報告します。売電収入として 107 百万円を計上し、経費等を差し引き、学校会計に 46 百万円

を繰り入れました。 

 

 

 

（2） 経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

本学では、少人数教育を支える本学特有の財政構造を維持していくため、ICU 基金の過去 10 年間の

実質平均収益率を基に学校予算への繰入限度額を年度毎に設定し、この限度額を前提としたうえで、資

金収支が均衡するように予算編成を行い、中長期的に持続可能な財政運営に努めています。2022 年度

についてもこの方針に則り、基金から学校予算への繰入額をあらかじめ設定して、その範囲内で編成した

予算を計画的に実行することで、資金収支の均衡を維持しています。 

2022 年度は、教育研究活動がコロナ禍から日常に戻っていく状況下、光熱水費の高騰が想定を超える

支出増となりましたが、優先度を重視した物件費予算の再配分による支出抑制や、寄付金の増加、基金

運用の実現益等により、事業活動収支は結果として前年度に続き大きく黒字となりました。 

施設整備関係では、トロイヤー記念アーツ・サイエンス館が 2022 年 11 月に竣工し、2023 年 4 月から

新たな教育研究の場として利用が始まりました。今後は 2023 年度に理学館、2024 年度に大学本館など

主要な施設の大規模改修や、全学的な空調設備の更新等を予定しており、数年内に順次計画的に実施

していきます。これら施設整備に要する資金は、世代間で費用負担の平準化を図るために、外部金融機

関からの長期借入で調達し、安定的な財政運営に努めていく方針です。 

この間、2022 年度末の ICU 基金（時価ベース）の残高は 593.3 億円（前年度比＋27 億円）、年間の運

用収益は 40.9 億円となり、基金運用により充実した教育研究活動を支えていくという ICU の財政スタンス

は健全に機能しています。 

今後の基金の運用は、引き続き株式、債券、ヘッジファンド、不動産等の有価証券に投資し、その運用

益は中長期的な財政の安定を図りつつ、計画的かつ効果的に活用していきます。なお、ICU 基金の運用

実績と今後の方針については、大学ウェブサイトで開示しています。 

〇　損益計算書 （単位：百万円）

　　　科　　目 2019年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

売上高 113 113 107 106 107

売上原価 51 51 50 50 50

売上総利益 62 62 57 56 57

販売費および一般管理費 10 10 12 12 7

営業利益 52 52 45 44 50

営業外費用 4 4 3 3 3

経常利益 48 48 42 41 47

学校会計繰入前利益 48 48 42 41 47

学校会計繰入金支出 50 50 42 41 46

税引前当期純利益 2 2 0 0 1

法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 0

当期純利益 △ 2 △ 2 0 0 1

〇貸借対照表 （単位：百万円）

　　　科　　目 2019年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

流動資産 45 45 42 48 54
固定資産 495 495 456 417 379
資産合計 540 540 498 465 433
流動負債 42 42 33 33 33
固定負債 447 447 414 381 348
負債合計 489 489 447 414 381
純資産合計 51 51 51 51 52
負債・純資産合計 540 540 498 465 433



 

 

（3）財務比率の経年比較 

 

 

○ 事業活動収支計算書関係比率（大学） （単位：％）

比　率 算式（*100）
評価
*1

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
全国平均

*2

人件費

経常収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

借入金等利息

経常収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

事業活動支出

事業活動収入-基本金組入額

学生生徒等納付金

経常収入

寄付金

事業活動収入

教育活動収支の寄付金

経常収入

補助金

事業活動収入

教育活動収支の補助金

経常収入

基本金組入額

事業活動収入

減価償却額

経 常 支 出

経常収支差額

経 常 収 入

教育活動収支差額

教育活動収入計

⑮経常収支差額比率 △ △ 8.1 △ 3.8 △ 2.6 16.2 13.0 9.2

△ 25.8 8.0

⑬基本金組入率 △ 14.3 10.1 7.9 3.8 7.0 9.3

⑭減価償却額比率 ― 12.2 12.5 14.1 14.0 14.7 12.6

43.4 47.5

②人件費依存率 ▼ 88.3 93.7 87.0 92.4 91.1 59.8

①人件費比率 ▼ 57.0 55.5 55.0 45.2

24.8 36.2

④管理経費比率 ▼ 19.4 17.6 17.8 14.3 15.5 6.9

③教育研究経費比率 △ 29.0 28.3 27.1 21.5

1.2 0.1

⑥事業活動収支差額比率 △ △ 4.4 △ 3.5 △ 2.6 16.3 13.1 9.1

⑤借入金等利息比率 ▼ 0.8 0.8 0.9 0.9

93.4 100.3

⑧学生生徒等納付金比率 ― 64.6 59.2 63.2 48.9 47.6 79.4

⑦基本金組入後収支比率 ▼ 121.8 115.1 111.4 87.0

4.4 1.8

⑩経常寄付金比率 △ 2.7 2.2 3.1 2.2 4.1 1.4

⑨寄付金比率 △ 3.5 2.9 3.3 2.9

7.3 10.6

⑫経常補助金比率 △ 10.2 8.7 9.8 6.7 6.9 10.3

⑪補助金比率 △ 12.8 8.7 9.9 6.8

⑯教育活動収支差額比率 △ △ 16.6 △ 22.9 △ 20.2 △ 24.0



 

 

 

○ 事業活動収支計算書関係比率（法人全体） （単位：％）

比　率 算式（*100）
評価
*1

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
全国平均

*2

人件費

経常収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

借入金等利息

経常収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

事業活動支出

事業活動収入-基本金組入額

学生生徒等納付金

経常収入

寄付金

事業活動収入

教育活動収支の寄付金

経常収入

補助金

事業活動収入

教育活動収支の補助金

経常収入

基本金組入額

帰属収入

減価償却額

経 常 支 出

経常収支差額

経 常 収 入

教育活動収支差額

教育活動収入計

⑮経常収支差額比率 △ △ 7.3 △ 2.9 △ 2.7 14.6 11.2 5.9

⑯教育活動収支差額比率 △ △ 15.9 △ 20.3 △ 18.8 △ 20.9 △ 23.4 4.2

⑭減価償却額比率 ― 11.7 12.2 13.7 13.9 14.4 11.8

①人件費比率 ▼ 58.5 56.8 57.3 47.6 45.8 51.3

95.0 69.7

③教育研究経費比率 △ 29.0 28.1 27.2 22.0 25.7 34.3

②人件費依存率 ▼ 92.8 97.2 92.8 96.1

14.3 8.3

⑤借入金等利息比率 ▼ 0.8 0.8 0.8 0.9 1.1 0.1

④管理経費比率 ▼ 17.5 15.8 15.7 13.3

11.3 6.4

⑦基本金組入後収支比率 ▼ 120.3 113.6 110.2 88.8 95.8 104.1

⑥事業活動収支差額比率 △ △ 4.2 △ 2.5 △ 2.7 14.9

48.2 73.6

⑨寄付金比率 △ 3.3 2.7 3.0 2.8 4.1 2.2

⑧学生生徒等納付金比率 ― 63.1 58.4 61.7 49.5

3.9 1.6

⑪補助金比率 △ 14.5 11.0 12.2 9.1 9.5 14.3

⑩経常寄付金比率 △ 2.6 2.1 2.9 2.2

9.2 14.1

⑬基本金組入率 △ 13.4 9.7 6.8 4.1 7.3 10.1

⑫経常補助金比率 △ 12.4 11.0 12.2 9.0



 

 

 
  

○ 貸借対照表関係比率（法人全体） （単位：％）

比　率 算式（*100）
評価
*1

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
全国平均

*2

固定資産

総資産

有形固定資産

総資産

特定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

負債＋純資産

流動負債

負債＋純資産

運用資産－総負債

総資産

運用資産－外部負債

経常支出

純資産

負債＋純資産

繰越収支差額

負債＋純資産

固定資産

純資産

固定資産

純資産+固定負債

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

純資産

現預金

前受金

基本金

基本金要組入額

減価償却累計額（図書を除く）

減価償却資産取得価格（図書を除く）

*1　評価： △ 高い値がよい　　▼ 低い値がよい　　－ どちらともいえない
*2　2021年度全国平均（医歯薬系法人を除く）（「令和4年度今日の私学財政（日本私立学校振興・共済事業団）」より）

⑯前受金保有率 △ 313.4 274.1 369.6 269.3 358.7 373.5

⑰減価償却比率 ― 49.7 51.9 51.4 52.0 46.6 54.3

96.4 85.9

②有形固定資産構成比率 ― 35.7 35.2 36.5 38.5 39.3 58.3

①固定資産構成比率 ― 96.3 96.6 96.1 97.0

56.6 22.9

④流動資産構成比率 △ 3.7 3.4 3.9 3.0 3.6 14.1

③特定資産構成比率 △ 59.9 60.7 58.9 57.9

21.9 6.6

⑥流動負債構成比率 ▼ 3.2 2.8 3.5 2.6 3.1 5.4

⑤固定負債構成比率 ▼ 13.5 13.1 14.7 19.6

34.9 27.5

⑨純資産構成比率 △ 83.3 84.1 81.8 77.9 74.9 88.0

⑦内部留保資産比率 △ 46.3 47.8 44.6 38.6

⑧運用資産余裕比率 △ 382.1 384.7 400.4 362.4 324.4 2.0

4.0 △ 15.2

⑪固定比率 ▼ 115.6 114.8 117.4 124.6 128.6 97.6

⑩繰越収支差額構成比率 △ 5.2 3.6 2.4 3.7

99.5 90.8

⑬流動比率 △ 116.1 120.9 112.9 115.6 115.3 262.9

⑫固定長期適合率 ▼ 99.5 99.4 99.5 99.6

78.8 97.3⑰基本金比率 △ 87.4 88.3 86.5 81.5

25.1 12.0

⑮負債比率 ▼ 20.0 18.9 22.2 28.4 33.5 13.6

⑭総負債比率 ▼ 16.7 15.9 18.2 22.1



 

 

（4） その他 

① 有価証券の状況 （単位：円） 

 
 

② 借入金の状況 （単位：円） 

 
 

③  学校法人出資による会社の状況 

 
 

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

時価が貸借対照表計上額を超える
もの

40,507,984,097 54,475,319,526 13,967,335,429

　（うち満期保有目的の債券） (-) (-) (-)

時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの

3,608,391,775 3,407,606,127 △ 200,785,648

　（うち満期保有目的の債券） (-) (-) (-)

合　　　計 44,116,375,872 57,882,925,653 13,766,549,781

　（うち満期保有目的の債券） (-) (-) (-)

時価のない有価証券 19,009,288

有価証券合計 44,135,385,160

当　年　度　（2023年3月31日）

期首残高 期末残高 返 済 期 限 摘　　　　　要

日本私立学校振興・
共済事業団

6,153,490,000 7,500,720,000 2052年9月15日

ダイアログハウス、欅寮、銀杏寮、樫寮、樅・楓寮建
設費、理学館耐震改修費、本館中央トイレ改修費、
空調設備改修費（図書館､アラムナイハウス､湯浅記
念館､グローバルハウス､旧寮）、旧寮熱源LPG化改
修費、D館東棟改修費、トロイヤー記念アーツ・サイ
エンス館建設費（土地・建物担保）

（財）東京都私学財団 341,168,000 288,682,000 2029年6月5日 高校体育館建設費（土地担保）

小　　計 6,494,658,000 7,789,402,000

（株）三井住友銀行 1,332,341,900 1,234,670,300 2037年1月30日 樅・楓寮建設費、高校校舎改修費

小　　計 6,590,244,900 8,125,887,300

726,323,600 936,543,600

（注）※は長期借入金で返済期限が１年以内になるものである。

（株）横浜銀行 1,323,479,000

（株）三菱UFJ銀行

長
　
期

　
借
　
入
　
金

公
的
金

融
機
関

市
中
金

融
機
関

借　　入　　先

2042年9月30日

新体育施設建設費、高校校舎改修費、高校校舎付
加価値改修費、高校N棟空調改修費、トロイヤー記
念アーツ・サイエンス館建設費、D館東棟改修費、理
学館改修費、空調(ERB,ILC)改修費、ILC改修費（土
地・建物担保）

3,061,968,000

返 済 期 限 が 1 年 以 内 の
長 期 借 入 金

1,521,779,000 2043年3月31日
教職員住宅改修費、教職員共同住宅建設費、高校
学寮改修費、教職員集合住宅改修費

計 13,084,902,900

2,386,004,000

15,915,289,300

合　　　　計 13,811,226,500 16,851,832,900

計 726,323,600 936,543,600

短
期
借
入
金

2052年9月30日

新体育施設建設費、高校校舎改修費、
トロイヤー記念アーツ・サイエンス館建設費、D館東
棟改修費、理学館改修費、空調(ERB,ILC)改修費、
ILC改修費（土地・建物担保）

三井住友信託銀行（株） 1,548,420,000 2,307,470,000

　　当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
　　① 名称及び事業内容　　株式会社ＩＣＵサービス　　物品調達事業、自販機事業、損害保険代理業ほか
　　② 資本金の額　　　　　　　　　　　　 9,000,000円
　　③ 学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日
　　　　　　　 2010年7月1日　　9,000,000円　　180株
　　　　　　　 総出資金額に占める割合　　　100％
　　④ 当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額
　　　　当該会社からの受入額　　　寄付金　18,650,000円、賃料等　7,476,725円
　　　　当該会社への支払額　　物品調達等　415,491円、印刷製本費　937,680円、保険料　173,200円
　　⑤ 当該会社の債務に係る保証債務　　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。


